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株主の皆さまへ

当期業績の概況
当社を取り巻く情報サービス産業におきましては景気回復

を背景に、さらなる企業の情報化投資拡大が期待されてお

ります。また、個人消費者向け市場におきましては、Web

ベースでの無料動画配信サービスや平成18年4月より本放送

を開始した地上デジタル放送「ワンセグ・サービス」をは

じめとする各社提供サービスの多様化やサービス品質向上

等、サービス市場の拡大が続いております。

当社グループの当期については、前期に子会社であった株

式会社パナッシュを売却した影響で売上高が減少しました

が、株式会社USENが提供する完全無料ブロードバンド放

送パソコンテレビ「GyaO」サービスの目覚しい視聴者の増

加に際して、配信プラットフォーム強化、新たな広告配信

システム等の構築に関して、設計、導入から運用まで一貫

した構築支援サービス提供を実施し、インターネット上の

動画放送サービスという新たな領域での事業展開に向けて

当社グループ一丸となって注力いたしました。

子会社である株式会社Xenlonは、着うたコンテンツの提供

などモバイルコンテンツ提供事業者に向けたライセンスビ

ジネスへの取り組みや雑誌と連動したモバイルメディア・

モバイルコマースといったクロスメディアサイトの企画運

営が引き続き順調に推移しています。キャル株式会社は、

官公庁向け積算アプリケーション・データの保守運用サー

ビスを主軸に当社とのより緊密な協働が可能となり広範な

ITサービスの提供を実現でき好調に推移しております。

この結果、当連結会計年度の売上高は3,556百万円（前連結

会計年度比21.1％減）、経常利益は376百万円（前連結会計

年度比83.3％増）、当期純利益は233百万円（前連結会計年

度比239.0％増）と大幅な増益となりました。

今後の事業展開
わが国におけるブロードバンド・サービスはユーザーのニ

ーズや、地域の特性等に応じて、光ファイバ、DSL、無線

等サービスの多様化が進んでおり、価格競争により利用料

金が低価格になり、ブロードバンド・サービスの加入者数

も急増しております。

当社は、創業以来取り組んでまいりましたインターネット

技術を基礎として、利用者に今までに無い便益と感動をも

たらすITサービスの提供を目指してまいりました。

今後は、無料動画配信サービスや地上デジタル放送「ワン

セグ・サービス」などの相次ぐサービス導入を背景に、当

期に培いました大容量トラフィック処理をする大規模シス

テム構築の経験を活かした動画配信ビジネスに対するシス

テム構築コンサルティング、ワンセグ対応サービスの展開、

携帯通信事業者に代表されるバックオフィス業務支援シス

テムの他業種への展開、さらには有力なパートナー企業様

との協働による新たなソリューション開発など、幅広く展

開してまいります。

また、子会社を含めましたザイオングループとして一層体

制を強化し、未知のサービス、システムを創造し、成果を

出すアーキテクト集団を目指してまいります。

以上の施策を通じ、当社グループは総力を挙げて株主の皆

さまの信頼にお応えすべく、事業を推進する所存でござい

ます。株主の皆さまにおかれましては、今度とも一層のご

支援・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成18年5月

代表取締役

ごあいさつ
株主の皆さまにはますますご清栄のこととお慶び申し上げ

ます。平素より格別のご支援及びご愛顧を賜り、厚く御礼

申し上げます。

当社グループは平成11年の創業以来、“未来は、過去の延長

線上には無く、創造によってのみ存在する”を経営理念と

し、移動体通信技術とインターネット技術の融合した分野

でのコンサルティングファームとして、実績を重ねてまい

りました。

この平成18年2月28日で第7期（平成17年3月1日から平成

18年2月28日まで）が終了いたしましたので、ここに事業

の概況につきましてご報告申し上げます。
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ZION グループ事業体制

当社では、「アーキテクト；ビジョンを生み出し、それを実現する熟練者」をキーワードに、当社
を中心に、子会社各社が展開する技術要素と多様なアイディアや専門知識の融合を図りつつ協働体
制をより強化してまいります。このため当社グループでは、コンサルティングからソフトウェア開
発・システム販売・スタッフ支援・運用保守まで、より広範かつ一貫したサービスの提供を実現し
てまいります。

®

ZION Core
Consulting &

Project Management

ARCHITECTARCHITECT
未来を予見しつつ、

革新的なプランを実現する。

We can create Zillions of the Internet business
We can Investigate any possibilities

We can get any good Opportunities
We can develop New media and technology

www.cal.co.jp

www.xenlon.co.jp

したノウハウと実績を基盤に、プロジェクトマネジメント/コ
ンサルティング、システム構築及び自社ソリューション開発を
軸に収益基盤の多様化を進めてまいります。

事業基盤の拡大

拡大するブロードバンド環境、ネットと通信の融合による動画
配信サービス、そして4月からスタートしたワンセグサービス
など、インターネット/モバイルをとりまく環境は日々加速し
ています。当社ではこの事業機会に、これまで培ってまいりま

さ
ら
な
る
市
場
の
拡
大

さ
ら
な
る
市
場
の
拡
大

■大規模システム構築及びコンサルティング

大規模プロジェクトにおけるコンサルティング及びシステ
ム構築の実績と経験を活かし、動画配信ビ
ジネスの拡大及び放送連動型ワンセグ対応
プラットフォームサービスを積極的に展開

■携帯通信事業者向けビジネスの更なる推進

携帯通信事業者向けの業務支援システム開発及びコンサル
ティングを、新規参入事業者へ展開。さらに業務コンサル
ティングノウハウを活かした
プロジェクト管理ソリューシ
ョンを横展開し他業種へと幅
広く提供

■新規ソリューション開発

当社のコアテクノロジーである自社開発ソリューションを
グループ外の有力パートナーとの協働を図り、既存ソリュ
ーションのバージョンアップ、
更には新規開発へと拡大

AzionEAzionE

iRSS
Powered by
ZION

Past Today & Future ・技術革新
・IT投資の拡大

・ワンセグの普及
・端末の機能向上

・携帯キャリアの再編
・MNPの導入（*1）
・MVNOの検討開始 (*2)

*1） MNP： モバイルナンバーポータビリティ
*2） MVNO：仮想移動通信事業者。設備を持たずに携帯事業を行う事業者。

www.zion-net.co.jp
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当　期 前　期
平成18年2月28日現在 平成17年2月28日現在

資 産 の 部

流 動 資 産 2,688,076 2,063,899
現 金 及 び 預 金 1,878,805 1,496,299

売　　掛　　金 316,535 445,089

た な 卸 資 産 447,019 82,421

繰 延 税 金 資 産 8,394 20,977

そ　　の　　他 37,673 20,003

貸 倒 引 当 金 △350 △891

固 定 資 産 227,764 279,644
有 形 固 定 資 産 33,433 39,263

建物及び構築物 21,992 25,596

そ　　の　　他 11,441 13,667

無 形 固 定 資 産 22,004 32,158

ソフトウェア 1,835 5,981

連結調整勘定 17,724 23,632

そ　　の　　他 2,444 2,544

投資その他の資産 172,326 208,221

投資有価証券 16,859 43,447

長 期 貸 付 金 ― 360

繰延税金資産 45,415 45,840

そ　　の　　他 182,725 191,537

貸 倒 引 当 金 △72,673 △72,963
資　産　合　計 2,915,841 2,343,544

（単位：千円）連結貸借対照表

当　期 前　期
自平成17年3月 1 日 自平成16年3月 1 日
至平成18年2月28日 至平成17年2月28日

経常損益の部
営業損益の部
営 業 収 益 3,556,330 4,509,935
売　　上　　高 3,556,330 4,509,935

営 業 費 用 3,183,316 4,294,933
売　上　原　価 2,789,132 3,376,622
販売費及び一般管理費 394,183 918,310

営 業 利 益 373,014 215,002
営業外損益の部
営業外収益 4,234 5,523
受　取　利　息 180 299
受 取 配 当 金 12 270
為　替　差　益 2,916 ─
そ　　の　　他 1,123 4,953

営業外費用 648 15,075
支　払　利　息 639 2,658
為　替　差　損 ― 4,586
新 株 発 行 費 ― 6,913
そ　　の　　他 8 917

経 常 利 益 376,599 205,450
特別損益の部
特 別 利 益 4,012 70,694
固定資産売却益 ― 1,180
投資有価証券売却益 3,175 ─
関係会社株式売却益 ― 69,513
貸倒引当金戻入益 836 ─

特 別 損 失 16,604 90,346
固定資産売却損 ― 555
固定資産除却損 2,827 41,172
貸倒引当金繰入額 ― 48,619
子会社移転費用 13,776 ─

税金等調整前当期純利益 364,007 185,798
法人税、住民税及び事業税 117,719 123,489
法人税等調整額 13,262 △15,432
少 数 株 主 利 益 △830 8,747
当 期 純 利 益 233,856 68,993

当　期 前　期
平成18年2月28日現在 平成17年2月28日現在

負 債 の 部

流 動 負 債 780,048 431,994

買　　掛　　金 514,771 236,193

短 期 借 入 金 40,000 44,992

未 払 法 人 税 等 125,578 ―

賞 与 引 当 金 9,959 13,015

そ　　の　　他 89,739 137,793

固 定 負 債 57,698 64,534

長 期 借 入 金 ― 440

繰 延 税 金 負 債 5,418 6,395

退職給付引当金 52,279 57,698

負　債　合　計 837,746 496,528

少数株主持分

少 数 株 主 持 分 16,812 17,870

資 本 の 部

資　本　金 983,800 983,800

資本剰余金 774,915 774,915

利益剰余金 352,963 119,107

その他有価証券評価差額金 3,503 5,222

自 己 株 式 △53,900 △53,900

資　本　合　計 2,061,282 1,829,145

負債、少数株主持分及び資本合計 2,915,841 2,343,544

（単位：千円） （単位：千円）連結損益計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて記載しております。 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて記載しております。

当　期 前　期
平成18年2月28日現在 平成17年2月28日現在

資 産 の 部

流 動 資 産 1,713,756 1,204,822

現 金 及 び 預 金 1,147,609 952,860

売　　掛　　金 125,082 232,548

仕　　掛　　品 399,392 3,843

貯　　蔵　　品 8,169 9,513

前　払　費　用 22,061 4,208

そ　　の　　他 11,440 1,847

固 定 資 産 788,845 758,650

有 形 固 定 資 産 27,903 33,929

建　　　　物 20,035 23,149

工具器具及び備品 7,868 10,780

無 形 固 定 資 産 1,061 4,462

商　　標　　権 583 683

ソフトウェア 401 3,702

電 話 加 入 権 76 76

投資その他の資産 759,880 720,258

投資有価証券 0 0

関係会社株式 652,806 652,806

長期前払費用 39,412 ─

保 険 積 立 金 29,103 29,103

差 入 保 証 金 38,558 38,348

資　産　合　計 2,502,602 1,963,472

（単位：千円）貸借対照表

当　期 前　期
自平成17年3月 1 日 自平成16年3月 1 日
至平成18年2月28日 至平成17年2月28日

経常損益の部
営業損益の部
営 業 収 益 2,324,458 1,157,723
売　　上　　高 2,324,458 1,157,723
営 業 費 用 2,118,255 1,214,608
売　上　原　価 1,901,901 926,730
販売費及び一般管理費 216,353 287,878
営 業 利 益 206,203 △56,885

営業外損益の部
営業外収益 14,146 10,451
受　取　利　息 135 175
為　替　差　益 3,187 ─
業務受託収入 10,000 8,100
雑　　収　　入 823 2,176
営業外費用 8 12,564
支　払　利　息 ― 1,119
新 株 発 行 費 ― 6,913
為　替　差　損 ― 4,531
雑　　損　　失 8 0
経 常 利 益 220,341 △58,998

特別損益の部
特 別 利 益 ― 113,474
関係会社株式売却益 ― 113,474
特 別 損 失 215 38,429
固定資産除却損 215 38,429
税引前当期純利益 220,125 16,045
法人税、住民税及び事業税 70,508 950
法人税等調整額 △598 △628
当 期 純 利 益 150,216 15,724
前 期 繰 越 利 益 66,931 50,338
当期未処分利益 217,147 66,063

当　期 前　期
平成18年2月28日現在 平成17年2月28日現在

負 債 の 部

流 動 負 債 567,751 177,534
買　　掛　　金 471,026 156,645
未　　払　　金 13,082 6,991
未　払　費　用 3,549 2,209
未 払 法 人 税 等 75,958 941
未 払 消 費 税 等 ― 5,941
前　　受　　金 1,450 628
預　　り　　金 2,684 4,178

固 定 負 債 10,194 11,498
退職給付引当金 8,997 8,575
繰 延 税 金 負 債 1,197 1,795
そ　　の　　他 ― 1,127
負　債　合　計 577,946 189,033
資 本 の 部

資　本　金 983,800 983,800
資 　 本 　 金 983,800 983,800

資本剰余金 774,915 774,915
資 本 準 備 金 774,915 774,915

利益剰余金 219,840 69,624
任 意 積 立 金 2,693 3,561
特別償却準備金 2,693 3,561
当期未処分利益 217,147 66,063

自 己 株 式 △53,900 △53,900
資　本　合　計 1,924,656 1,774,439
負債及び資本合計 2,502,602 1,963,472

（単位：千円） （単位：千円）損益計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて記載しております。 （注）記載金額は千円未満を切り捨てて記載しております。

連結財務諸表 個別財務諸表

当　期 前　期
自平成17年3月 1 日 自平成16年3月 1 日
至平成18年2月28日 至平成17年2月28日

営業活動によるキャッシュ・フロー 328,839 508,779

投資活動によるキャッシュ・フロー 55,917 △226,898

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,438 806,659

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,187 △4,531

現金及び現金同等物の増加額 382,506 1,084,009

現金及び現金同等物の期首残高 1,396,299 312,289

現金及び現金同等物の期末残高 1,778,805 1,396,299

（単位：千円）連結キャッシュ･フロー計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて記載しております。

当　期 前　期
自平成17年3月 1 日 自平成16年3月 1 日
至平成18年2月28日 至平成17年2月28日

資 本 剰 余 金 の 部
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 774,915 371,530
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 774,915 774,915
利　益　剰　余　金　の　部
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 119,107 △72,300
利　益　剰　余　金　増　加　高
資本準備金取崩による増加高 ─ 122,414
当 　 期 　 純 　 利 　 益 233,856 68,993
利 益 剰 余 金 期 末 残 高 352,963 119,107

（単位：千円）連結剰余金計算書

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて記載しております。

当　期 前　期
平成18年5月24日承認 平成17年5月27日承認

当　期　未　処　分　利　益 217,147,488 66,063,231

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 897,753 867,828

計 218,045,241 66,931,059

これを次のとおり処分いたします。

次 　 期 　 繰 　 越 　 利 　 益 218,045,241 66,931,059

（単位：円）利益処分



会　社　名：株式会社ザイオン（英文名：ZION,Ltd.）
本店所在地：東京都港区西新橋三丁目11番1号
設　　　立：平成11年5月27日
資　本　金：9億8,380万円
事 業 内 容：ビジネス及び技術コンサルティング

インターネットサービス・ビジネス構築
プロジェクト支援

役　　　員：代表取締役 小林仁幸
近藤幸一
村山雅経
恩田英久
佐藤　完

常勤監査役 茂木康生
監　査　役 平山達大

上田拓右

決 算 期 2月末日
定時株主総会 毎年5月下旬
配 当 金 期末配当金受領株主確定日　2月末日

中間配当金受領株主確定日　8月31日
基 準 日 毎年2月末日

その他必要あるときはあらかじめ公告して定めた日
1単元の株式数 1株
公 告 の 方 法 電子公告の方法により行います。なお、電子公告によるこ

とができない事故その他のやむを得ない事由が生じたとき
は、日本経済新聞に掲載することといたします。
公告掲載URL（http://www.zion-net.co.jp）

貸借対照表及び損益計算書掲載のホームページアドレス
http://www.zion-net.co.jp/jp/ir/financial.html

名義書換場所
株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社
同事務取扱場所 〒168-0063
(お問い合わせ先) 東京都杉並区和泉二丁目8番4号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
TEL  0120-78-2031（フリーダイヤル）

同 取 次 所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

最新のニュースリリースやIR資料などを掲載しております。
ぜひご覧ください。

会社が発行する株式の総数 115,000株
発行済株式の総数 28,825株
株主数 1,513名
大株主の状況

株　　　主　　　名 持株数（株）議決権比率（%）

セブンシーズホールディングス株式会社
（旧社名：ゼィープラスホールディングス株式会社） 14,650 51.29

小　　　　林　　　　仁　　　　幸 6,310 22.09

日　本　証　券　金　融　株　式　会　社 773 2.71

日本ヒューレット・パッカード株式会社 750 2.63

小　　　林　　　恵　利　子 530 1.86

恩　　　　田　　　　英　　　　久 330 1.16

成　　　　田　　　　　　　　　守 150 0.53

http://www.zion-net.co.jp

®

古紙配合率70%再生紙を使用しています�

会社概要（平成18年5月24日現在） 株主メモ

株式の状況（平成18年2月28日現在） IR情報

〒105-0003 東京都港区西新橋三丁目11番1号
東証マザーズ上場会社

事業についての取り組みをご紹介するメールマガジンを配信しております。
メールアドレスをご登録の上、ぜひお読みください。

http://www.zion-net.co.jp/jp/liner/liner_form.html
（注）当社は自己株式245株を保有しておりますが、当該株式には議決権がな

いため上記大株主から除外しております。


